
長 期 借 入 金

７，２０３

３，６６３

固 定 負 債

事業構造改善引当金 ４１８

繰 延 税 金 負 債 ５２６

２８，２３７

有 形 固 定 資 産

８７

２７１

固 定 資 産

２０３

１７，１００

短 期 貸 付 金 ２，０５０

リ ー ス 資 産 １３４

構築物・用水設備

機 械 装 置 １２，９８５

３，７２１

別 途 積 立 金

固定資産圧縮積立金

そ の 他 の 投 資 ９５

投資その他の資産

その他利益剰余金 ８，２７０

投 資 有 価 証 券 ３，５３４

関 係 会 社 株 式 １，３６７

長 期 貸 付 金

長 期 未 払 金 １，７７７

２０７

５，０６４

退職手当積立金

資 本 準 備 金

１，２８５

９，５５５利 益 剰 余 金

利 益 準 備 金

５９

５，２０１

ソ フ ト ウ ェ ア ４８

資 本 金 ５，１４０

その他の無形固定資産 １１

資 本 剰 余 金

１９，８９８

原 材 料 ・ 貯 蔵 品 ２，５８５ 未 払 費 用

未 払 法 人 税 等前 払 費 用

６６

製 品 ３，５６３

未 払 金 ２，４０５

２１

仕 掛 品 ２３１

３６前 受 収 益

売 掛 金 １０，６８７ 短 期 借 入 金

２２，３６５

１，１３３

建 物

賞 与 引 当 金

繰 延 税 金 資 産 ８３２

その他の流動負債

その他の流動資産 ４３

事業構造改善引当金
２３，１１３

（ 資 産 の 部 ） 百万円 （ 負 債 の 部 ）

現 金 ・ 預 金 １，２５９

流 動 資 産 ２１，２６９ 流 動 負 債

科 目 金 額 科 目 金 額
百万円

貸 借 対 照 表

（平成22年3月31日現在）

１７

買 掛 金 ３，４６１

２５

リ ー ス 債 務

２０９

１５，７６７

車 両 運 搬 具 ８３

２０１

環 境 対 策 引 当 金
建 設 仮 勘 定 １８０

工具・器具・備品 １９１ 退 職 給 付 引 当 金 ３８３

土 地 ４，６８２

（ 純 資 産 の 部 ）

その他の固定負債無 形 固 定 資 産

３７

３０

長 期 前 払 費 用

負 債 合 計

純 資 産 合 計

△９，２３９繰越利益剰余金

負債及び純資産合計資 産 合 計 ４９，５０７

評価・換算差額等 ４０

４９，５０７
１９，９３８

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 １２

役 員 賞 与 引 当 金 １４

その他有価証券評価差額金 ２７

株 主 資 本

２９，５６９

リ ー ス 債 務 １２３

１１０

５，２０１



百万円

投 資 有 価 証 券 売 却 損 　　　　８

　　　３８１

関 係 会 社 株 式 評 価 損 　　　　５３

固 定 資 産 売 却 益 　　　　　５

固 定 資 産 除 却 損 　　　　８４

　５５０

減 損 損 失 　　　　２２

特 別 損 失

法 人 税 等 調 整 額 △５４０ △５３０

当 期 純 利 益 　１，８３３

税 引 前 当 期 純 利 益 　１，３０２

法人税、住民税及び事業税 　　　　９

投 資 有 価 証 券 売 却 益 　　　　９１

事 業 構 造 改 善 引 当 金 戻 入 益 　　　１８３

投 資 有 価 証 券 評 価 損

経 常 利 益 １，５７３

特 別 利 益

支 払 利 息 　　　３６０

雑 費 用 　　　２２８

　２７９

雑 収 益 　　　５７０

営 業 外 費 用 　５８９

営 業 外 収 益 　６９０

受 取 利 息 ・ 配 当 金 　　　１２０

７，８１６

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 ６，３４４

営 業 利 益 １，４７１

売 上 総 利 益

科 目 金 額

百万円

（

損 益 計 算 書

平成２１年４月 １ 日から

平成２２年３月３１日まで）

売 上 高 ３６，４３６

売 上 原 価 ２８，６１９



（ 1 ）リース資産以外の有形固定資産

おります。なお、主な耐用年数は、建物7～50年、機械装置12年であります。

実 施 に 伴 い 発 生 す る 費 用 及 び 損 失 に 備 え る た め 、 そ の 発 生 見 込 額

を 計 上 し て お り ま す 。

過去勤務債務については 、発生時に一括処理し てお り ま す 。

数 理 計 算 上 の 差 異 は 、 そ の 発 生 時 の 従 業 員 の 平 均 残 存 勤 務 期 間

ＰＣＢ廃棄物の処理支出に備えるため、発生見込額を計上しております。

④事業構造改善引当金

①賞与引当金

従業員に対する賞与の支給に充てるため 、支給見込額を計上してお り ます 。

②無形固定資産

定額法によっております。なお、主な耐用年数は、自社利用のソフ トウェア 5年

（ 15～ 18年 ）による按分額を発生の翌期から費用処理すること としております。

「ポ リ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法 」による

⑤ 環 境対策引当金

見込額に基づき、期末日において発生していると認められる額を計上しております。

なお、会計基準変更時差異(4,416百万円)については、保有株式による退職給付信託

従業員の退職給付に備えるため、期末日における退職給付債務及び年金資産の

係る方法に準じた会計処理を採用しております。

(2,068 百万円 )を設定し、残額を 15年による按分額で費用処理しております。

で あ り ま す 。

3 ． 引 当 金 の 計 上 基 準

移 転 外 フ ァ イ ナ ン ス ・ リ ー ス 取 引 に つ い て は 、 通 常 の 賃 貸 借 取 引 に

り ます 。なお 、 リー ス取引会計基準の改正適用初年度開始前の所有権

（ 2 ） リ ー ス 資 産

リ ー ス 期間 を耐用年数 と し 、 残 存 価額 をゼ ロ と す る 定額 法に よ っ て お

個別注記表

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記
1 ． 資 産 の 評 価 基 準 及 び 評 価 方 法

①有価証券の評価基準及び評価方法

総平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております。

子 会 社 株 式

移動平均法に よ る原価法に よ っ てお り ま す 。

そ の他有価証券

時価のあ る も の

③デリバティブ取引の評価基準及び評価方法

期末日の市場価格等に基づく時価法によっております。なお、評価差額は、全部

時価のない もの

移動平均法に よ る原価法に よ っ てお り ま す 。

② 棚 卸 資産 の 評 価基準及び評価方法

純資産直入法により処理し、売却原価は、移動平均法により算定しております。

③ 退 職給付引当金

②役員賞与引当金

役員に対する賞与の支給に充てるため 、支給見込額を計上してお ります。

事業構造改善のため 、大阪工場洋紙生産設備停止等の生産体制見直 しの

①有形固定資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

定率法によっております。但し、機械装置のうち、汽力発電設備は定額法によって

原則 と し て 、 時価法に よ っ てお り ま す 。

2 ． 固 定 資 産 の 減 価 償 却 の 方 法



6．重要な会計方針の変更

１．担保に供している資産及び担保に係る債務

①担保に供している資産

   有形固定資産

   投資有価証券

②担保に係る債務

   短期借入金

   長期借入金

   その他の固定負債

２．有形固定資産の減価償却累計額及び減損損失累計額

３．保証債務

取引先及び従業員の銀行借入金に対して次のとおり保証を行っております。

日伯紙パルプ資源開発株式会社　 （注）

従業員

計

（注）日伯紙パルプ資源開発株式会社に対する保証債務は連帯保証債務であり、他社負担

　 額を含めた保証総額は18,241百万円であります。

４．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

      短期金銭債権

   短期金銭債務

５．取締役及び監査役に対する金銭債務

１．関係会社との取引高

   営業取引による取引高

 売上高

 仕入高

   営業取引以外の取引による取引高

百万円

百万円

2,825

百万円

7,451

百万円

③ ヘ ッ ジ 方針

リスクをヘッジ対象としております。

4 ． ヘ ッ ジ 会 計 の 方 法

①ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理によっております。なお、為替予約について振当処理の要件を

満た し てい る場合は振当処理 を 、 金利 ス ワ ッ プ について特例処理の要件を

5．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

満たしている場合は特例処理を採用してお ります。

計

3,279

百万円

22,536

２．貸借対照表に関する注記

21,234 百万円

1,301

計

主 と して原材料の輸入による為替変動リスク及び資金の調達に係る金利変動

②ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘ ッ ジ 手 段 と し て 先 物 為 替 予 約 及 び 金 利 ス ワ ッ プ 取 引 を 行 っ て お り 、

10,930

200

45 百万円

百万円

73,658 百万円

4 百万円

50 百万円

百万円

百万円

３．損益計算書に関する注記

8 百万円

6,191

百万円

5,071 百万円

百万円

ては特例処理の要件を満たしており、有効性の評価を省略しております。

及 び 資 金 の 調 達 に 係 る 金 利 変 動 リ ス ク を 回 避 す る こ と を 目 的 と し て お り 、

④ヘッジの有効性評価の方法

投機的な取引は行わない方針であ ります。

退職給付に係る会計基準の一部改定（その３）の適用

年 ７ 月 31 日 ） を 当 期 か ら 適 用 し て お り ま す 。

為替予約取引すべてが近い将来の購入予定に基づくものであり、実行の可能性が

主 と し て原材料の輸入に よ る 外貨建予定取引に係 る 将来の為替変動 リ ス ク

①消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜き方式によっております。

②記載金額は百万円未満を切 り 捨て て表示し てお り ます 。

「退職給付会計に係る会計基準」の一部改正（その３）（企業会計基準第19号 平成20

数理計算上の差異を翌期から償却するため、これによる営業利益、経常利益及び

また、本会計基準の適用に伴い発生する退職給付債務の差額の未処理残高は

税引前当期純利益に与える影響はありません。

軽 微 で あ り ま す 。

極 め て高い た め 、 有 効性 の判 定は 省略 し て お り ま す 。 金 利 ス ワ ッ プ に つい

1,231

1,063



当事業年度末における発行済株式の種類及び株式数

   普通株式 株

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

別の内訳

％

（調整）

 交際費等永久に損金に算入されない項目 ％

 受取配当金等永久に益金に算入されない項目 ％

 住民税均等割等 ％

 評価性引当額 ％

 その他 ％

％

貸借対照表に計上した固定資産のほか、製造設備の一部及び電子計算機等の一部について、

所有権移転外ファイナンス・リース契約により使用しております。

１．当期末日におけるリース物件の取得原価相当額

２．当期末日におけるリース物件の減価償却累計額相当額

３．当期末日におけるリース物件の未経過リース料相当額

601

3,315 百万円

△ 40.8

百万円

138

（繰延税金資産）

退職給付引当金

百万円

百万円1,003

305

832

百万円

百万円

367

繰 延 税金 負債 合計

減価償却費

19 百万円

77,211,590

退職給付信託設定益

0.7

5,098

百万円

△ 83.3

５．税効果会計に関する注記

４．株主資本等変動計算書に関する注記

百万円

繰越欠損金 1,827 百万円

長期未払金 721

そ の 他 943 百万円

百万円

評 価 性 引 当 額 百万円△4,265 

繰 延 税金 資産 小計 5,097

繰 延 税金 資産 合計

６．リースにより使用する固定資産に関する注記

固定資産圧縮積立金

そ の 他　　　　

526

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目

繰 延 税 金 資 産 の 純 額

百万円

1.4

百万円1,992

△ 1.2

法 定 実 効 税 率 40.6

百万円

1.0

税効果会計適用後の法人税等の負担率

（繰延税金負債）



１．金融商品の状況に関する事項

２．金融商品の時価等に関する事項

（単位：百万円）

(1) 現金・預金

(2) 売掛金

(3) 短期貸付金

(4) 投資有価証券

　　その他有価証券

(5) 買掛金

(6) 短期借入金

(7) 長期借入金 ※２

(8) デリバティブ取引

※１　

※２　

（注１） 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

(1) 現金・預金及び(2) 売掛金、並びに(3) 短期貸付金

(4) 投資有価証券

(5) 買掛金及び(6) 短期借入金

(7) 長期借入金

で 行 っ て お り ま す 。

こ とから 、当該帳簿価額によってお ります。

時価

1,259   

10,687   

これらはすべて短期で決済されるため、時価は帳簿価額と近似している

―　　

1,259   

―　　

た 現 在 価 値 に よ り 算 定 し て お り ま す 。

その他有価証券については、すべて株式であり、取引所の価格によって

貸借対照表計上額 差額

―　　

―　　

―　　

―　　

―　　

(13,200)  

(6,313)  

2,050   

3,160   

(3,461)  

10,687   

2,050   

3,160   

―　　

負債で計上されているものについては、 ( )で示しております。

長期借入金の内､１年以内返済予定の2,567百万円は、貸借対照表では短期借入金

に含めて表示しております。

の 借 入 れ を 行 っ た 場 合 に 想 定 さ れ る 利 率 で 割 り 引 い た 現 在 価 値

に よ り 算 定 し て お り ま す 。 固 定 金 利 の も の は 元 利 金 の 合 計 額 を 、

新 規 に 同 様 の 借 入 れ を 行 っ た 場 合 に 想 定 さ れ る 利 率 で 割 り 引 い

長期借入金で市場金利に連動した変動金利のものは、時価は帳簿価額

と近似していることから、当該帳簿価額によっております。ただし、変動金利の

ものの内、金利スワ ップの特例処理の対象とされている ものは、当該

ス ワ ッ プ と 一 体 と し て 処 理 さ れ た 元 利 金 の 合 計 額 を 、 新 規 に 同様

７．金融商品の時価等に関する注記

当社は、資金運用については短期的な預金等に限定し、関係会社及び銀行借入れ

取 引 先 企 業 と の 業 務 又 は 資 本 提 携 に 関 連 す る 株 式 で あ り 、 市 場 価 格

変 動 リ ス ク に 晒 さ れ て お り ま す 。 投 資 有 価 証 券 に つ い て は 、 定 期的 に時価や

発行体の財務状況等を把握してお り ます 。 また 、関係会社に対して短期貸付を

し て お り 、 予 約 残 高 、 外 貨 支 払 状 況 、 時 価 評 価 な ど の 管 理 は 経 営 管 理 部

営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。営業債権につい

ては 、売掛債権管理規程に従い取引先ご とに回収状況の管理及び財務状況の

把握 を し て お り 、 不 良債権の発生の防止に努め てお り ま す 。 投 資有価証 券は

により資金を調達しております。

借 入 金 は 、 主 に 設 備 投 資 に 必 要 な 資 金 の 調 達 を 目 的 と し た も の で あ り 、

返 済 期 限 は 決 算 日 後 、 最 長 で ４ 年 で あ り ま す 。 こ の う ち 一 部 は 、 変 動 金 利 で

平成22年３月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については

為 替 予 約 等 の リ ス ク ヘ ッ ジ に あ た っ て は 、 稟 議 決 裁 を 得 た う え で 実 施

行 っ て お り ま す 。

あ る た め 金 利 変 動 リ ス ク に 晒 さ れ て い ま す が 、 金 利 ス ワ ッ プ 取 引

を利用してヘッジしております。

次 の と お り で あ り ま す 。

こ とから 、当該帳簿価額によってお ります。

(3,461)  

(13,200)  

これらはすべて短期で決済されるため、時価は帳簿価額と近似している

(6,230)  

―　　

て お り ま す 。
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(8) デリバティブ取引

（注２） 時価を算定することが極めて困難と認められる金融商品

（単位：百万円）

非上場株式

関係会社株式

　子会社株式

１．親会社
（単位：百万円）

利息の支払
(注)１

洋紙の販売
(注)２

（注） １． 支払利息については、市場金利を勘案して決定しております。

２．

決定しております。

３． 上記の取引高は10月1日付で完全子会社となった以降のものであります。

４． 上記の取引金額及び期末残高には消費税及び地方消費税を含んでおりません。

２．関連会社等
（単位：百万円）

資金の貸付
資金の回収

所有 木材チップの荷 利息の受取
直接100% 役作業の委託 (注)１

有価証券の購入
(注)２

資金の借入
資金の返済

所有 利息の支払
直接100% (注)１

賃貸料

(注)３
資金の貸付
資金の回収

洋紙の供給 利息の受取
建物の賃貸 (注)１

賃貸料
(注)３

（注） １． 貸付・支払利息については、市場金利を勘案して決定しております。

２． 株価は第三者機関の算定株価を勘案して決定しております。

３． 賃貸料は近隣の地代、取引実勢を勘案して決定しております。

４． 上記の取引金額及び期末残高には消費税及び地方消費税を含んでおりません。

１．１株当たり純資産額 円 23 銭

２．１株当たり当期純利益 円 74 銭

上記については、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローが約定され

金利スワ ップの特例処理による ものは 、ヘッジ対象と されている長期

借 入 金 と 一 体 と し て 処 理 さ れ て い る た め 、 そ の 時 価 は 、 当 該 長期

お り ま せ ん 。

ておらず、時価を把握することが極めて困難と認められます。そのため、

非 上場株式は 、 「 (4) 投 資 有価証 券 そ の他 有価証券 」 に は含 め て

貸借対照表計上額

借入金に含め て記載 し て お り ま す 。

23

24

親会社

期末残高
（被所有）割合 と の 関 係

374   

1,367   

売掛金

取引金額 科　　目

258

関連当事者
取引の内容会社等の名称

科　　目

被所有
直接100% 666

製品の販売
製品・原材料の仕入
役員の兼任 2名 607

短期借入金 5,000

期末残高
（被所有）割合 と の 関 係

会社等の名称
議決権等の所有 関連当事者

取引の内容 取引金額

８．関連当事者との取引に関する注記

600
750 短期貸付金

600

9

短期借入金

522

1,350

29前受収益

1,200

９．１株当たり情報に関する注記

子会社 紀州興発株式会社 土地の賃貸

348

750
5

1,400 短期貸付金

子会社 株式会社ビーエフ
所有
直接
87.5%

200
3

92 前受収益 7

議決権等の所有

製品等の販売・仕入については、市場価格から勘案して一般的取引条件と同様に

子会社 紀州造林株式会社

属性

属性

北越紀州製紙株式会社
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１．本合併による事業統合の目的

２．合併の要旨

（１）合併の日程

基本合意書締結取締役会 平成22年５月13日

基本合意書締結日 平成22年５月14日

合併契約書締結取締役会 平成22年11月頃（予定）

合併契約書締結日 平成22年11月頃（予定）

合併期日（効力発生日） 平成23年４月１日（予定）

（注）

（２）合併方式

（３）合併に係る割当ての内容

（４）消滅会社の新株予約権および新株予約権付社債に関する取扱い

該当事項はありません。

１０．重要な後発事象に関する注記
当社は、平成22年５月13日開催の臨時取締役会において、当社の親会社である北越

紀州製紙株式会社（以下「北越紀州製紙」という）との間で、北越紀州製紙を存続会社とする

吸収合併（以下「本合併」という）による事業統合に関する基本合意書を締結することを

決議し 、平成 22 年 ５月 14 日に基本合意書を締結いたしました 。

本合併による事業統合によ り 、経営の意思決定や経営戦略遂行の迅速化、経営

資源の集中と有効活用、業務の効率性向上、国際競争力の強化を図ってまいります。

本合併は、当社においては会社法784条第１項に定める略式合併であり、北越紀州

当社は、平成21年10月、株式交換により北越紀州製紙の100％子会社となり、販路の拡大

や製品ブランドの一層の強化を進めるとともに、最適生産による効率向上、原燃料の

共同購入や製品物流の一体化などによるコストダウンを図ってまいりましたが、さらに

グループ経営効率と企業価値の向上を図るため、本合併による事業統合に関する基本

製紙においては会社法796条第３項に定める簡易合併であるため、いずれも合併

北越紀州製紙は、当社の全株式を所有しており、本合併による新株式の発行及び資本金

契約承認株主総会を開催しない予定です。

北越紀州製紙を存続会社とする吸収合併方式とし、当社は解散する予定です。

の増加ならびに合併交付金の支払いは行わない予定です。

合意書 を締結す る こ と と い た し ま し た 。



１．退職給付関係に関する注記

① 採用している退職給付制度の概要

② 退職給付債務に関する事項（平成22年3月31日現在）

イ．退職給付債務   百万円

ロ．年金資産 （退職給付信託分を含む） 百万円

ハ．未積立退職給付債務（イ＋ロ） 百万円

ニ．会計基準変更時差異の未処理額 百万円

ホ．未認識数理計算上の差異 百万円

ヘ．貸借対照表計上額純額（ハ＋ニ＋ホ） 百万円

ト．前払年金費用 百万円

チ．退職給付引当金（ヘ－ト)　 百万円

③ 退職給付費用に関する事項（自平成21年4月1日 至平成22年3月31日）

イ．

ロ．

ハ．

ニ．

ホ．

ヘ．退職給付費用（イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ） 百万円

④ 退職給付債務等の計算基礎に関する事項

イ． ポイント基準

ロ．

ハ．

ニ.

ホ.

ヘ. 15年

２．減損損失に関する注記

当期において、当社は以下の資産グループについて減損損失を計上しております。

百万円

な調整を行 う こ と に よ り評価 してお り ます 。

利 息 費 用

勤 務 費 用

（グルーピングの方法）

（経緯）

百万円

37 百万円

百万円64

百万円

百万円

△ 562

58

数 理 計 算 上 の 差 異 の 費 用 処 理 額

期 待 運 用 収 益 △ 3

44

201

三重県南牟婁郡紀宝町

発生時に一括処理

15～18年（発生時の従業員の平均

3.2%

退職給付見込額の期間配分方法

しております。）

割 引 率

（回収可能価額の算定方法等）

土　地

土 地

お り ま す 。

遊休資産について、著しい価格の下落が認められたため減損損失を認識して

工場を単位としてグルーピングを行っております。なお、遊休資産及び賃貸資産に

（減損損失の金額）

り 、土地については固定資産評価分析報告書や固定資産税評価額に合理的

会 計 基 準 変 更 時 差 異 の 費 用 処 理 額

種　　類

2.15%

残存勤務期間による定額法により、

期 待 運 用 収 益 率

過 去 勤 務 債 務 の 処 理 年 数

ついては、個々の資産単位で資産のグルーピングを行っております。

会計基準変更時差異の処理年数

遊　休

用　　途場　　所

従業員の退職に際して 、退職給付会計に準拠した数理計算による退職給付

189

１１．その他の注記

債務の対象とされない割増退職金を支払う場合があります。

なお 、当該資産グループの回収可能価額は正味売却価額によ り測定 してお

△ 2,097

178

△ 383

372

1,151

△ 946

22

数理計算上の差異の処理年数

発生の翌期から費用処理することと

当社は確定給付型の制度として、従業員退職金規程に基づく社内積立の退職一時金

制度のほか企業年金基金制度を採用し、退職給付信託を設定してお ります。


